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はじめに
　2007年6月26日，アメリカ合衆国下院外交委員会において，いわゆる「慰安婦」に対して
日本政府に公式謝罪を求める決議案が39対2で可決され，続いて7月30日の下院本会議で「慰
安婦問題に関する決議案」が採択された。この決議案は，1月末にマイク＝ホンダ氏（民主党）
が提出し，「旧日本軍が若い女性に性的な奴隷状態を強制した歴史的な責任」を日本政府が「明
確な形で公式に」認め，日本の首相が謝罪声明を出すように求めるものであった1。これに対し
て安倍晋三首相は，3月1日の国会答弁で「強制性を裏付ける証拠がなかったのは事実ではな
いか。定義が変わったことを前提に考えなければならない」と発言し，アメリカ側に従来の日
本政府の謝罪に留保をつけ，修正しようとする発言と受けとられた。安倍首相は，4月下旬の
訪米時にペロシ下院議長（民主党）やブッシュ大統領らに謝罪を表明したので沈静化したが，
日本の国会議員らが6月14日付の米紙ワシントン・ポストに，決議案は「現実の意図的な歪
曲だ」とする意見広告が掲載されると，アメリカ合衆国議会の反発が再燃したのであった2。
　慰安婦に関する日本政府への勧告は，アメリカ合衆国議会の決議案可決以前にも行われてい
た。1996年1月，国連人権委員会にラディカ・クマラスワミ氏によって「女性に対する暴力
とその原因及び結果に関する特別報告」が提出され，その付属文書「戦時における軍事的性奴
隷問題に関する朝鮮民主主義人民共和国，大韓民国および日本への訪問調査に基づく報告書」3
において，慰安婦が性奴隷であり，日本軍が設置した慰安所制度が国際法違反であり，被害者
個々人に対する原状回復と賠償，書面による公的謝罪の実施など日本政府に対して勧告してい
たのである。現在，日本政府は，国連人権委員会の勧告やアメリカ合衆国下院の「慰安婦問題
に関する決議」を実行に移す動きを示していないが，これらは日本と関係諸国の政治問題であ
るとともに事実関係の認識に関する歴史認識の問題であるともいえるだろう。
　一方，2002年5月，日韓関係史について日韓双方で各々10名程度の歴史学者を中心に構成
される専門家による協議の場として日韓歴史共同研究委員会が発足した4。日韓歴史共同研究委
員会は，2001年10月15日に行われた小泉純一郎首相と金大中大統領の首脳会談における合
意5に基づいたものであり，その構成は全体会議と第1分科会（古代），第2分科会（中近世），第
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3分科会（近現代）からなり，各分科会で共同研究が進められ，2005年6月に最終報告書が提出
された。最終報告書は，「両国において政府及び関連機関，国会議員，大学等を含む研究機関，
各種図書館，教科書作成者，民間（マスコミ各社，日韓関係や歴史に関する有識者等）等が研究
成果を然るべく活用すべく，広く配布し周知」させるとともに，「学者，専門家，教科書会社等
が報告書の内容を承知することとなり，将来，歴史教科書が編修される過程で参考として考慮
されることが考えられ」ていたのである6。最終報告書は，日韓両国においてインターネットで
公開された。
　筆者は，これまで日本の「学習指導要領」と韓国の「教育課程」（学習指導要領に相当），韓
国側の日本の高等学校歴史教科書（日本史A）および両国の教科書の近代史などについて検討し
てきた7。今回は，インターネットで公開された日韓歴史共同研究委員会の最終報告書をもとに
2008年度から使用される日本の歴史教科書について検討していきたい。これによって，日韓の
共同研究の成果が公開された後，これがどの程度参考にされたかを知ることになるし，また，
高等学校の歴史教育において日韓友好協力関係を構築するために何が必要なのか，と考えると
きに手がかりになるものと思われるからである。ただ，紙幅の関係から検討する教科書は日本
史B教科書とし，対象時期を古代～中近世に限定することを了承していただきたい。
．　4世紀の日朝関係について
　日韓歴史共同研究委員会（以下，共同研究委員会と略称）の最終報告書は，第1分科会が約600
ページ，第2分科会が約1000ページ，第3分科会が約900ページあり，検討の対象である古
代・中近世だけでも約1600ページに及び論点も多岐にわたっている。そこで，古代は4世紀
の日朝関係，中近世は倭冠について取り上げることとする。
　3世紀の邪馬台国が『三国志　魏志倭人伝』，5世紀の倭の五王が『宋書　倭国伝』にそれぞ
れ中国の正史に記されている。しかし，「ヤマト王権が誕生した四世紀の中国は五胡十六国時代
で，国内が分裂し，外交政策が希薄」8になり，倭国について記されていないので，「謎の四世
紀」といわれている。共同研究委員会で金泰植（韓国）は，4世紀の日朝関係の歴史認識を，つ
ぎのように整理している。
　韓国側委員たちは広開土王陵碑文，『宋書』倭国伝，『日本書紀』等を分析して，いわゆ
る「任那日本府」は成立しないと主張し，日本側委員は多くの史料の上から見るとき倭軍
が韓半島南部において軍事活動を行い，倭王権が韓半島南部支配の意志を持っていたこと
は事実だと主張した。このような両国委員の主張が食い違っているが，両国の主張の共通
点は，倭が実際に韓半島南部または任那を軍事的に支配したことはなかったということで
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ある（『日韓歴史共同研究報告書　第1分科会（古代）』376頁。以下，『第1分科会』と略称）。
　金泰植は，論文「4世紀の韓日関係一広開土王陵碑文の倭軍問題を中心に一」で，「1970年
代および1980年代にかけて，4世紀の倭王権の軍事征伐による任那支配という観念は学界か
ら廃棄されたのである。（中略）4世紀の韓日関係に対する近来の学界の研究動向は主として伽
耶と倭との問に緊密な交流があったことを強調している。ところが相当数の日本史概説書や教
科書では，これとは異なり，任那日本府は古代日本の強い武力の証拠であり文化発展の前提条
件であるとみなし，4世紀後半に倭が伽耶地域に勢力を張り，またはそこに進出して拠点をお
き，強い影響力のもとに置いたと叙述している」（『第1分科会』88頁）とし，学界の研究動向
が反映されていない教科書として，中学校では『中学社会　新しい歴史教科書』（西尾幹二外
13名，扶桑社，2001年）と『中学生の社会科　歴史一日本の歩みと世界一』（大濱徹也外11名，
日本文教出版，2001年），高等学校では『高校　最新日本史』（村尾次郎外25名，明成社，2002
年）と『高校　要説世界史A』（山川出版社，2002年）をあげている。
　2008年度から使用される日本史B教科書は，4世紀の日本をどのように記述しているのだろ
うか。はじめに，日本の高校生で最も多く使われている日本史B教科書である山川出版社の『詳
説日本史　改訂版』（以下，山川版と略称）で該当する箇所をみてみよう。
　　　　　　　　　　　　こうく　り　中国東北部からおこった高句麗は，朝鮮半島北部に領土を広げ，313年には楽浪郡を滅
　　　　　　　　　　　　　　　ばかん　　べんかん　　しんかんぼした。一方，朝鮮半島南部では馬韓・弁韓・辰韓というそれぞれ小国の連合が形成され
ていたが，4世紀には馬韓から昔ら（籍くさいが，辰韓から薪ぎ（羅らがおこり，国家を形成し
た。
　さらに4世紀後半に高句麗が南下策を進めると，朝鮮半島南部の鉄資源を確保するため
　　　　　　　　　　　　　　　か　やに，早くからかつての弁韓の地の伽耶諸国（加羅）0と密接な関係をもっていた倭国（ヤマト
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　こうたいおうひ　 ひぶん政権）も，高句麗と争うことになった。高句麗の好太王碑の碑文②には，倭が高句麗と交戦
　　　　　　　　　　　　　　　　　き　　　　　 　　ばぐんだんしたことがしるされている。高句麗の騎馬軍団との戦いは，乗馬の風習がなかった倭人た
ちに，いやおうなしに騎馬技術を学ばせ③，5世紀になると日本の古墳にも馬具が副葬さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とらいじんれるようになった。またこの戦乱を逃れた多くの渡来人が海を渡って，さまざまな技術や
文化を日本に伝えた。
0　馬韓諸国では百済が，辰韓諸国では新羅が台頭したのに対し，弁韓とよばれた朝鮮半島南部の地
域では，4～6世紀になっても小国の分立状態が続いた。『日本書紀』では伽耶諸国を「任那」とよん
でいる。
②高句麗の都であった先蔀（現中国吉林省Lts’eう要市）にある好太王（法開圭i諺）一代の事業を記した
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　もとせきひ石碑で，碑文は当時の朝鮮半島情勢を知るための貴重な史料である。そのなかに「百残（百済）新羅は旧
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これ　　　　　　　ゆらい　　　　　　しか　　　　　　しんtrう是属民なり。由来朝貢す。而るに倭，辛卯の年（391年）よりこのかた，海を渡りて百残を破り新羅を
口口し，致て孟箆と禽す」とある。
③古墳時代の前期と中期以後とのあいだに文化的断層を認め，中期古墳の持つ軍事的性格を大陸北
方の騎馬民族による征服の結果と考える説（騎馬民族征服王朝説）もある（22～23頁）。
　上記でみられるように，山川版に倭国が朝鮮半島南部で軍事支配したという記述はない。東
京書籍『日本史B』や桐原書店『新日本史B』，三省堂『日本史B　改訂版』，清水書院『高等
学校　日本史B』，実教出版『日本史B』（以下，順に東書版，桐原版，三省堂版，清水版，実
教版と略称）も山川版と同様に倭国が朝鮮半島南部で軍事支配したことを示す記述はない。しか
し，山川版が脚注で馬韓から百済，辰韓から新羅が台頭し，弁韓が小国分立状態であったこと
を記載しているのに，その他の教科書はこれらを本文に記載し，倭が百済と連合して新羅と戦
ったこと，百済王から七支刀を贈られたことなども載せている。
　七支刀は，後述する高句麗好太王碑文とともに，古代日朝関係の研究に欠かせない金石文史
料であるといわれている。金泰植は，前掲の論文で七支刀についてつぎのようにいう。
　七支刀は19世紀末に発見されてから，『日本書紀』神功紀の三韓征伐説ならびに七国平
定記事が事実として認定される雰囲気が日本で生まれ，現存する七支刀が4世紀後半のも
のだという見解が多いが，実際には5世紀後半ないしは6世紀前半のものである可能性を
論ずる見解も有力であり，どの時期のものかはっきりしない。日本と韓国に現存する象嵌
銘文がある刀剣は，全て5世紀後半ないし6世紀前半のものであり，6世紀前半に盛行し
た鉄製三叉鉾，鉄製蛇行剣，有棘鉄器と形態的に類似し，七支刀とともに持参されたとい
う七子鏡と同様と思われる鏡が韓国の武寧陵から出土しているので，七支刀は武寧王が埋
葬された525年前後に製作されたものとみなす（『第1分科会』94～95頁）。
　一方，濱田耕策は，「四世紀の日韓関係」において，これまでの研究を踏まえ七支刀に刻まれ
ている表裏の銘文を理解してくると，七支刀をめぐる国際関係はつぎのようになる，という。
東晋は，369年に呪力をもつ七支刀をつくった経緯を銘文として象嵌し，372年に百済王へ下
賜した。百済は，高句麗対策に倭王と共同することを奨めるため，七支刀を倣製して倭王へ送
った。これは，「東晋との関係を核として倭とも通交し高句麗に備える南方ラインを形成したも
のである」（『第1分科会』16頁）。
　七支刀について各社の教科書は，東書版と実教版が本文で「倭国は鉄資源などを得るため，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しちしとう伽耶諸国と関係をもっていたが，4世紀後半には百済から七支刀を贈られるなど，百済との関
　　　　　　　　　　　　　　しちしとう係を深めた」（東書版29頁），「七支刀の銘文によると，この当時，倭と百済が通交していたこ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いそのかみ　　　　　　　　　　しちしとうとがわかる」（実教版45頁）と記している。その他は，脚注で，「奈良県石上神社に伝わる七支刀
（六つの枝がある）には，「（369）年百済王が倭王のために造った」との銘文があり，百済と倭
との間に通交があったことを物語っている」（桐原版30頁），「七支刀（全長75cm）には，両面に
約60文字の銘文があり，369年，百済王世子が倭王のための作ったと記しているが，解釈に
は諸説ある」（清水版27頁），「369年に百済王が倭王のためにつくったとされる」（三省堂版19
頁）と記しているので，七支刀がつくられたのは4世紀であり，百済王が倭王に送ったものであ
るとわかる。しかし，七支刀をめぐって東晋と百済，百済と倭に関係があり，高句麗に対する
百済の政策であったことまで考えが及ばない。山川版に七支刀の記載はないが，この理由はわ
からない。
　4世紀末の日朝関係を記した金石文史料は，中国遼寧省集安県にある高句麗広開土王（好太
王）碑文である。濱田耕策は前掲論文で，この碑は，「大王（広開土王）が盛んな対外戦争を展開し，
その成果として構築された高句麗中心の国際関係を大王の徳化が拡延したものとして銘記して
おり，王都の南方に向けた高句麗の国家目標をも表象するこの巨大な碑の立碑の目的の前に，
3段の構成は相互に密接に関連している」（『第1分科会』22頁）という。さらに，碑は広開土
王を顕彰するため，「391年の即位から412年の麗去に至る22年間の戦果を高句麗中心史観に
立って」（『第1分科会」32頁）刻まれたものであった，という。
　各社の教科書は山川版と同様に広開土王碑文の一部を引用しているが，これに続く「以六年
丙申王躬率口軍討伐残国」の個所は載せていない。濱田耕策によれば，補足した文を含めた引
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　もと用文の意味は，「永楽六年（396年）。百残と新羅は旧より高句麗の属民であり，朝貢していたが，
倭が辛卯年（391年）より以来，渡海し，百残を破り，新羅を□して臣民としたから，大王は軍
を躬率して残国を討伐した」（22頁）となる。
　この記事をめぐって，辛卯年（391年）の条は，永楽六年（396年）に広開土王が百済へ親征した
ことに対する前置文（修辞法）であると濱田耕策はいい，つぎのように理解できるという。
　「辛卯年」条には，高句麗の旧よりの属民として朝貢を行っていた百済と新羅は，倭が
辛卯年に渡海して百済（新羅をも）を破り臣民としてしまったと言う，高句麗と百済，高句
麗と新羅，倭と百済及び新羅との大王即位以前の関係についての基本認識が広く理解され
ている。ただ，倭と百済，或いは新羅との関係はあくまで高句麗の認識であり，史実は必
ずしもこの関係ではないことは後述する（『第1分科会』24頁）。
　これに対して，金泰植は，「碑文の構造上では，辛卯年記事を「王躬率」の形態をとる永楽6
年の百済討伐の前置文とのみ見るのがもっとも論理的である。そうであるためには，その文章
の意味は「百残と新羅が昔から属民であったが，辛卯年に倭がある形で関わり，百済がここか
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ら離脱し，新羅だけがそのまま臣民となった」という内容とならなければならない」（97頁）と
主張する。さらに，「百残口口新羅」が倭の臣民となったとみることや，高句麗がそのように認
識していたのかという見解に対して3つの問題9があるという。371年に百済が平壌を攻撃して
故国原王を戦死させている事実があるので，百済は高句麗の属国でもなく朝貢関係も確認でき
ないという。永楽6年に高句麗が百済を討伐した名分は故国原王の被殺に対する報復であり，
百済の同盟軍とみられる倭を高めたのは百済を百残と呼ぶのと同じく一種の冒涜であり，「永楽
6年条の前置文である辛卯年記事は全て虚構として作られた文章であり，実状は百済に対する
極度の敵｛氣心がその中に潜んでいた」（『第1分科会』98頁）と結論づけている。
　このように広開土王碑の辛卯年記事について，濱田耕策と金泰植は広開土王が永楽6年に百
済を討伐したことの前置文であると見なしている点は一致しているが，倭が高句麗と戦ったと
いう内容は，濱田耕策が肯定し，金泰植は否定するという，全く異なる見解を示している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しんほう　各社の教科書は広開土王碑に関して，東書版は「倭国は辛卯年（391年）以来朝鮮半島に派兵
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　やまとおうけんして，高句麗と争ったが，これは，百済の要請で大和王権が派兵したものと考えられる」（29
～30頁），桐原版は「4世紀後半，…北方の高句麗とも関係は険悪化した」（30頁），三省堂版
は「高句麗が百済を攻めた時，倭をうちやぶった」（19頁），清水版は七支刀の銘文とあわせて
「4世紀末には倭国は百済の求めに応じて，海を渡って高句麗と戦っている」（27頁），実教版
は「大和政権は朝鮮半島に侵入して高句麗ともたたかった。…4世紀末から5世紀はじめごろ，
諸国が朝鮮半島で対立し，たたかった状況がしるされている」（44～45頁）と記述している。各
社とも倭が高句麗と戦ったと記述しているが，倭が朝鮮半島に派兵された理由を示しているの
は東書版と清水版だけである。
　4世紀の日朝関係について，各社の教科書は，ほぼ濱田耕策の解釈に近いかたちで記述され
ている。東書版・桐原版・清水版・三省堂版は，七支刀に続いて広開土王碑文について記述し，
実教版はこの順序を逆にしている。これらの教科書を読んで，つぎに引用する濱田耕策の見解
を理解するのは難しい。
　七支刀を媒介とした百済と倭の関係を考察するならば，碑文に刻記された倭と百済の関
係は倭が「渡海破」して百済を「臣民」としたと言う関係では決してなかろう。むしろ，
高句麗と戦火を交える百済が主導して，倭と「任那」諸国との協調による倭の「渡海」を
招き，そのことによって強化された3者の連携であろう。一旦は大王の「奴客」になりな
がらも，直ぐさまこれを翻して倭と「和通」した百済王の行動は，372年の七支刀によっ
て明確に打ち出されていた倭と連携する百済の基本的な対倭姿勢から生まれたものである
（27頁）。
一150一
　現在，韓国の高等学校で使用されている『国史（韓国史）』教科書は，本文で4世紀後半に百済
でつくられ日本へ送られた七支刀は金属工芸技術として優れていることと，脚注で七支刀の写
真を掲載し，「七支刀　百済と倭の交流関係を示してくれる遺物として現在日本の石上神社に保
管されている」10と説明しているだけである。
　また，高句麗と百済，新羅，倭の関係は，つぎのように記述している。4世紀の中ごろに百
済が発展し，「今日の京畿・忠清・全羅道と洛東江中流地域，江原・黄海道の一部地域を含む広
い領土を確保し……征服活動をとおして蓄積した軍事力と経済力をもとに，百済は水軍を整備
して中国の遼西地方へ進出し，よって山東地方と日本の九州地方にまで進出するなど，活発な
対外活動を繰り広げた。……高句麗は，小獣林王のときの内政改革をもとに広開土王のときに
満州地方に対して大規模な征服事業を断行し，これにより新羅と倭・伽耶の間の勢力競争に介
入して，新羅に侵入した倭を撃退することによって韓半島南部にまで影響力を及ぼした」11。
さらに，脚注に「高句麗の倭撃退」12というタイトルをつけ，広開土王の碑文（一部）を引用して
いるが，ここで紹介されている碑文は400年に新羅城にいた倭軍が高句麗によって退けられた
ことを記したものである。391年に高句麗と倭が朝鮮半島で戦った部分は載せていない。
2．　倭冠について
　共同研究委員会の第2分科会は，日本史でいえば鎌倉時代から江戸時代まで，韓国史でいえ
ば高麗・朝鮮両王朝の時代にあたる。共同研究委員会の第2分科会では，共同研究テーマを日
朝外交（偽使および通信使），文禄慶長の役（壬辰倭乱）としているが，ここでは紙幅の関係上，倭
冠について取り上げる。第2分科会では，倭冠について，日本側から伊藤幸司が「日朝関係に
おける偽使の時代」（『日韓歴史共同研究報告書　第2分科会（中近世）』所収。以下，『第2分科
会』と略称）において，朝鮮政府は「倭冠へ変質することを恐れるのと同時に，自らを中華と
認識する大国意識によって，偽使を完全に拒否することができなかった」，「倭冠懐柔政策の一
環として多様な通交者を受け入れた」（同書137～138頁）と述べているのに過ぎない。しかし，
韓国側では，韓文鍾が「偽使研究の現状と課題」で，倭冠について韓国側研究者と日本側研究
者の間で大きな違いを見せているのは，「倭冠の発生原因および倭冠の構成員に関する問題だと
思う」という。続いて，両国の研究動向をつぎのようにいう。
　韓国側研究者たちは倭冠の発生原因を高麗の国内的要因と日本の国内的要因とに分けて
捉えているのだが，韓国内的要因として恭患王の反元政策推進と改革政策の不徹底，また
権門勢族と土地兼併による政治・経済的混乱と倭冠に対する統制力の低下等を挙げており，
日本側での要因としては南北朝の騒乱による社会的な不安定と中央集権の緩み，そして国
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内商業の進展，武装商人，海賊の海外活動，辺境に住む人々の海上活動の自由等を挙げて
いる。それに反し，日本の学界では倭冠を高麗の政治不安から発生したものと規定し，倭
冠の横行と消滅をともに韓半島の内部事情に起因したものと主張することで，日本側の原
因提供についての事実究明を迂回して回避しようという傾向が強くあらわれてきた（『第2
分科会』374頁）。
　第2分科会では日本側研究者が倭冠について正面から論じていないので，日本史Bの教科書
で倭冠の発生原因と主体について見ていくことにしよう。倭冠の発生原因と思われることにつ
いて，教科書の本文に記述があるのは東書版だけである。
　にっそう　日宋貿易が途絶えたのち，日本は正式な国交はどことも結んでいなかったが，日本，元，
高麗の商人や禅僧たちは相互の問を行き来して，活発な文物の交流を続けていた。また，
つしま　　い　き　　ごとう　　まつうら対馬・壱岐・五島・松浦半島の住民たちも朝鮮半島や中国沿岸にいたり，朝鮮半島南部や
さいしのう
済州島の住民とともに通商を行っていた。しかし，たび重なる元の進攻によって高麗の
警察権が衰えてくると，彼らの行動は暴力的なものになり，高麗の内陸部にまで侵入して
食糧を奪ったり，住民を捕らえて日本に連れ帰ったりするようになった。高麗ではこれを
わこう倭冠（前期倭冠）とよんで恐れ，日本にたびたび禁圧を求めてきたが，内乱状態の日本側に
はこれに対応する用意はなかった（東書版130～131頁）。
　倭冠の発生原因について，武装商人説，高麗の貿易制限と田制弱体化説，元冠復讐説，対馬・
壱岐・九州地方の経済貧困説など多岐にわたっているためか，東書版以外で本文に倭冠の発生
について記しているものはない。脚注であるが，清水版が倭冠の活動地域が慢性的な食糧不足
であり，中央政府の統制が不十分であった南北朝の内乱時代に倭冠が活発になった背景だと記
している。実教版・山川版・桐原版・三省堂版は，14世紀の中ごろから朝鮮半島や中国大陸の
沿岸を襲い，米穀や人を略奪する倭冠が出現した，と記しているだけである。
　倭冠の主体は，東書版・山川版・三省堂版が対馬・壱岐・松浦の住民が中心であると記述し
　　　　　　　　　　　　　　　　　さいしゆうとうているが，桐原版はこれらに加えて「済州島や朝鮮半島南辺を中心とする海の世界で生活し
ていた人びと」（151頁）が倭冠であったと記述している。実教版は，「北九州や瀬戸内海沿岸の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　わこう住民たちも船団を組んで貿易に従事し，ときには倭冠となって大陸沿岸を荒らし，米や人を略
奪して中国や朝鮮を悩ました」（138頁）と記している。
　また，清水版を除いて倭冠を14～15世紀に活動したものを前期，15～16世紀に活動したも
のを後期とし，倭冠の構成の中心は，前期が日本人であったが，後期は中国人であったと記し
ている。実教版は年表「中世後期の日明・日朝関係」で，前期倭冠を1325年建長寺船～1411
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年国交断絶，後期倭冠を1523年寧波の乱～1588年豊臣秀吉海賊停止令と表示しているが，倭
冠の主体について記していない。桐原版は，本文で「16世紀の倭冠の構成員の大多数は中国人
　　　　　　　　　　　　　　　おうちょく　　　　　　　　　ごとうひぜんであった。倭冠の首領のなかには，王直のように日本の五島（肥前）などに根拠地をもち，日本
人を支配下に引き連れて，中国沿岸で行動するものも現れた」（154頁）と倭冠の首領の名前を
載せている。このように倭冠の主体に関して教科書間に相違が見られる。
　各社の教科書は，倭冠の撃退に功績のあった李成桂が朝鮮を建国し，日本に倭竃の禁圧を求
めるとともに，日朝貿易が行われたことを記している。桐原版は，脚注に朝鮮王朝が倭冠に対
してさまざまな懐柔策（首領へ降伏帰順の勧告，田地・官職の授与，制限貿易の許可など）をと
ったことを載せている。さらに，1419年に朝鮮軍が「倭冠の本拠地」であった対馬を攻めたと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　そういう応永の外冠について，朝鮮軍の対馬攻撃は，「約200艘の軍船で攻め，15日間にわたって
占領した」（清水版，81頁）と具体的に記述している。他の教科書は，応永の外冠について，朝
鮮は対馬を倭冠の本拠地と考えていたので対馬に攻め込んだ，としか記していない。
　1980年代に，14世紀の倭冠の主力は日本人と朝鮮人の連合した集団あるいは朝鮮人のみの
集団だった，という説が出された13。韓文鍾は，李領が『高麗史』の倭冠関連史料を分析し，
この説は「流民たちが仮倭として活動していたという噂を根拠に，流民に対する対策を強調し
たものにすぎないとし，この倭冠勢力は九州一帯と四国の悪党化した武士たちだった」（『第2
分科会』375頁）と紹介している。1990年代にはいると，朝鮮王朝の正式記録である『朝鮮王
朝実録』に見られる「倭人」は，これまで主に対馬人といわれていたが，彼らは日本，朝鮮，
中国に囲まれた環シナ海域に住む人々であるという説が出された。この説は，『朝鮮王朝実録』
を子細に検討し，その本質は日本人であり，朝鮮人であり，中国人であり，またはこれらの混
血であり，彼らが話す「倭語」は日本本土の言葉と異なる地域特有の言語であり，彼らは北九
州から朝鮮半島南部・中国沿岸部にかけて住み，国家意識の帰属が曖昧なマージナル・マンで
あるという。この説では，「倭冠は日本人か朝鮮人か，という問い自体，あまり意味がない。倭
冠の本質は，国籍や民族を超えたレベルでの人間集団である」14という。この見解に対して韓
文鍾は，「韓国の学会において日本の新たな視点に対する研究的意味についての検討が十分に行
われてこなかった」（『第2分科会』376頁）という。
　『国史（韓国史）』教科書は，日本史B教科書に記されていない倭冠との戦闘や略奪の被害な
どを具体的に記し，資料の引用も多い。1376年，倭冠の撃退に崔螢と李成桂は大きな戦果（鴻
山大捷）をあげ，これによって国民の信望を得たという。1380年，崔茂宣がつくった火砲で倭
船をすべて燃え上がらせて撃退した鎮浦大捷と李成桂が先頭に立って戦闘を督励して10倍も
多い倭冠を繊滅した荒山大捷を『高麗史』から引用し，「読物資料」として載せている。そして，
応永の外冠と日朝貿易について，『国史（韓国史）』教科書はつぎのように記述する。
一153一
日本ならびに東南アジアとの関係
　朝鮮は，日本や東南アジア諸国との交流には交隣政策を原則とした。高麗末から朝鮮初
期まで継続した倭冠の侵略によって海岸地方の人民が山中へ隠れ，農業を思いどおりにで
きなかった。そこで，朝鮮は水軍を強化し，優れた性能をもつ戦艦を大量に建造した。と
くに，火薬の武器を開発して船舶に装着するなどして，倭冠の撃退に努力した。
　これによって，侵略と掠奪が難しくなった倭冠が平和的な貿易関係を要求してくると，
朝鮮は一部の港を解放して制限された貿易を許した。しかし，これ以後も倭冠の掠奪が続
くと，これに制裁を加えるために倭冠の巣窟である対馬を討伐した。同時に倭冠の要求を
受け入れて南海岸の釜山，齊浦（昌原），塩浦（蔚山）など3浦を開港して貿易を許し，続いて
癸亥約条（1443）を締結して制限された範囲の中で交易を許可した15。
　これに加えて，脚注で「倭冠の巣窟である対馬に対する討伐は，高麗の末と朝鮮のはじめに
行われた。1419年（世宗1），李従茂は兵船227隻，兵士1万7000名を率い，対馬を征伐」16し
た，と応永の外冠について補足している。
　また，高麗は元の干渉下で国防力を十分に持つことが難しく，倭冠の侵略を撃退できなかっ
た。倭冠の被害範囲は慶尚道から全羅道へ広がり，海岸から近い数十里の土地では生きていけ
なくなってしまうなど，倭冠は国家的課題となり，この課題を解決する過程で新興武人勢力が
成長した，と記している。『国史（韓国史）』教科書は，倭冠との戦いや被害について具体的に記
述しているが，発生原因や構成は倭冠＝日本人海賊である，というのが自明のことなのか，記
載していない。
おわりに
筆者は，1999年に刊行された『日本・中国の中等学校歴史教科書の韓国関連内容分析』（韓
国教育開発院）について紹介したことがある17。この本で日本史Aの教科書に問題があると指摘
されたことは，日韓歴史共同研究会の最終報告書で韓国側が主張していたこととほぼ同じであ
る。これまで見てきたように，最終報告書は，日本側と韓国側の見解が大きく隔たっている。
このことは，日朝（日韓）関係史において日本側と韓国側の論争が容易に解決できない問題とし
て残っていることを意味している。また，2008年度から使用される日本史B教科書を検討し
たが，該当部分は最終報告書を反映しているとはほとんど見られない。学習指導要領の改訂も
ないし，検討した教科書はいずれも2007年度のものとほとんど変わらないので，おそらく他
の時代でも日朝関係に関する記述は最終報告書が反映されていないだろう。
　日本史B教科書は，学習指導要領の拘束や教科書のページ数，指定された価格などの制限が
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あり，日朝関係史の論争まで詳しく記述する余地はないかもしれない。しかし，邪馬台国の成
立や法隆寺建立，仏教伝来など国内の論争が教科書に取り上げられたことがあるので，日朝関
係史の論争も脚注や主題学習，地域学習などで取り上げることができないだろうか。これが可
能ならば，高校生に歴史認識が多様であることを気づかせることできる。学界の動向や研究成
果をふまえた教科書がつくられても，高校生は十分に対応していく力をもっている。日韓友好
協力関係を構築するためには共通認識が必要であるといわれているが，歴史認識の多様性がな
ければ共通認識は生まれないだろう。
　日韓歴史共同研究委員会の最終報告書が公開されると，韓国では，「最終報告書は，両国の歴
史学者の認識を科学的に融合した結果ではなく，それぞれの主張を並列的に並べたものに止ま
った」（東亜日報，2005年6月1日）とか，「両国の歴史認識の差をはっきりと‘確認するのに’
終わったという批判も上がっている」（中央日報，6月1日）と新聞で報道された。日本では，「併
合条約の効力などで溝」（読売新聞，6月10日），「日韓条約では認識に溝i」（毎日新聞，6月10
日），「日韓，戦後補償など見解対立」（日本経済新聞，6月10日）などの見出しを掲げ，最終報
告書の近現代史において激しい対立があったことが報道されていた。また，日韓歴史共同研究
会委員の間では，共同研究を発展させる方向について，韓国側委員の「将来の日本・中国，韓
国・中国間の歴史共同研究が可能になるときもこよう」という発言に対して，日本側委員は「日
韓を出発点に，中国，モンゴル，東南アジア諸国連合（ASEAN）と多国間で歴史を共有していく
ことが，東アジア共同体の構築に不可欠」である，と多少のずれがあるが，はじめての共同研
究とその成立を評価し，研究成果を今後に生かすことについて前向きの発言をしていた18。
　2007年4月，第2期日韓歴史共同研究委員会が発足した。同年6月には分科会が開催され，
2年間程度で最終報告書を作成する予定であるという19。順調に行けば，2009年には第2期最
終報告書が公開されることになる。第2期日韓歴史共同研究委員会にはこれまでの3つの分科
会に加えて「教科書小グループ」分科会が設置されているので，多様な問題提起や鋭い分析視
角をもった論考が多数報告書に掲載されることは間違いないだろう。
1朝日新聞2007年7月31日。
2朝日新聞　2007年7月31日。
3勧告
　本特別報告者は，当該政府との協力の精神に基づいて任務を果たし，かつ女性に対する暴力とその原
　因及び結果のより広範な枠組みの中で，戦時の軍事的性奴隷制の現象を理解するよう試みる目的のため
　に，以下のとおり勧告したい。特別報告者は，特別報告者との討議において率直であり，かつB本帝国
　軍によって行われた軍事的性奴隷制の少数の生存女性被害者に対して正義にかなった行動をとる意欲を
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　すでに示した日本政府に対し，協力を強く期待する。
A．国家レベルで
　　日本政府は，以下を行うべきである。
　　（a）第二次大戦中に日本帝国軍によって設置された慰安所制度が国際法の下でその義務に違反した
　　　　ことを承認し，かつその違反の法的責任を受諾すること。
　　（b）日本軍性奴隷制の被害者個々人に対し，人権及び基本的自由の重大侵害被害者の原状回復，賠
　　　　償及び更正への権利に関する差別防止少数者保護小委員会の特別報告者によって示された原則に
　　　　従って，賠償を支払うこと。多くの被害者が極めて高齢なので，この目的のために特別の行政的
　　　　審査会を短期間内に設置すること。
　　（c）第二次大戦中の日本帝国軍の慰安所及び他の関連する活動に関し，日本政府が所持するすべて
　　　　の文書及び資料の完全な開示を確実なものにすること。
　　（d）名乗り出た女性で，日本軍性奴隷制の女性被害者であることが立証される女性個々人に対し，
　　　　書面による公的謝罪をなすこと。
　　（e）歴史的現実を反映するように教育内容を改めることによって，これらの問題についての意識を
　　　　高めること。
　　（f）第二次大戦中に，慰安所への募集及び収容に関与した犯行者をできる限り特定し，かつ処罰す
　　　　ること。
B．国際的レベルで
　　国際的レベルで活動している非政府機構・NGOは，これらの問題を国連機構内で提起し続けるべき
　である。国際司法裁判所または常設仲裁裁判所の勧告的意見を求める試みもなされるべきである。
　　朝鮮民主主義人民共和国及び大韓民国は，「慰安婦」に対する賠償の責任及び支払いに関する法的問題
　の解決をうながすよう国際司法裁判所に請求することができる。
　　特別報告者は，生存女性が高齢であること，及び1995年が第二次大戦終了後50周年であるという事
　実に留意し，日本政府に対し，ことに上記勧告を考慮に入れて，できる限り速やかに行動を取ることを
　強く求める。特別報告者は，戦後50年が過ぎ行くのを座視することなく，多大の被害を被ったこれらの
　女性の尊厳を回復すべきときであると考える（荒井信一訳）。
4日韓歴史共同研究委員会事業実施案，日韓歴史共同研究委員会（日韓文化交流基金ホームページ）。
　　なお，日韓歴史共同研究委員（第1期）の第1分科（古代）は，日本側が石井正敏（中央大学文学部教授），
　佐藤信（東京大学大学院人文社会系研究科教授）・濱田耕策（九州大学大学院人文科学研究院教授），韓国
　側が金泰植（弘益大学校師範大学教授）・金鉱球（高麗大学校師範大学教授）・盧重国（啓明大学校人文大学
　教授）であった。第2分科（中近世）は，日本側が田代和生（慶癒義塾大学文学部教授）・吉田光男（東京大
　学大学院人文社会系研究科教授）・六反田豊（東京大学大学院人文社会系研究科教授），韓国側が孫承詰（江
　原大学校人文大学教授）・鄭求福（韓国学中央研究院韓国学大学院院長）・趙玩（高麗大学校文科大学教授）
　であった。
5　「歴史教科書問題に関連し，正確な歴史事実と歴史認識に関する相互理解の促進が重要であり，そのた
　めに専門家による協議の場を設けることに一致したことを踏まえ」，日本と韓国の問で日韓関係史に関す
　る共同研究委員会を立ち上げた。さらに，日韓の共同研究の成果が広く周知されることにより，「正確な
　歴史事実と歴史認識に関する相互理解が促進され，日韓両国の若者達が近隣諸国との問で未来志向的な
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　友好協力関係を構築するための土壌を整備する」ことを目的としたのである（「日韓歴史共同研究推進計
　画」外務省アジア太平洋北東アジア課資料　2002年3月5日）。
6日韓歴史共同研究委員会　第1期最終報告書　韓国側代表　趙東蒸座長　序文。
7藤田昭造　「韓国の歴史教育」（『明治大学教職年報11998年度No．21），同「韓国の教育改革」（『明治
　大学教職年報』1998年度No．23），同「韓国の日本史教科書批判」（『明治大学教職年報』2002年度No．25），
　同「歴史認識の差異一B韓の歴史教科書から一」（『明治大学教職年報』2005年度No．28）。
8吉村武彦　『日本歴史1　日本社会の誕生』岩波書店　1999年。
93つの問題点は，第一に，高句麗が百済を攻撃しているとき倭の姿がなく，百済が高句麗に降伏する場
　面で百済王が主導している，第二に，永禄6年に百済王が高句麗の奴客となっているが，その前に倭が
　百済を臣民としたり，高句麗がそのように認定しているならば，対等な相手と協約を意味する「平通」
　の用語は百済と倭の間で使用しない，第三に，碑文にある「民」は高句麗の民だけであり，他国の百姓
　を「民」と記した事例がない。
10国史編纂委員会　『高等学校国史』　2002年（韓国語）249頁。
11国史編纂委員会　『高等学校国史』　2002年（韓国語）52～53頁。
12高句麗の倭撃退（永楽）9年己亥に百済が誓約を違え，倭と和通したから，王は平壌に巡行して行った。
　新羅は使を遣わして大王に申していうには，「倭人はその国境に満ち，城池を潰破しています。（大王の）
　奴客とは（その身分は）民ですから，王に帰して命を請います」と。……10年庚子に歩兵と騎兵5万を遣
　わし，新羅を救援した。……官軍は到ると倭賊は退き，後を追撃して任那の従抜城に至った。城は直ち
　　に帰順して服属し，巡羅兵を置いた。新羅の口籠城を攻略すると，倭軍は萎縮して潰滅した〈広開土王
　碑文〉。国史編纂委員会『高等学校国史』（2002年，韓国語）53頁。
13田中健夫　「倭冠と東アジア通商圏」　（『日本の社会史』1　岩波書店　1987年）。
14村井章介　『中世倭人伝』岩波書店　1993年　39頁。
15国史編纂委員会　『高等学校国史』　2002年（韓国語）　110頁。
16同上。
17藤田昭造「韓国の歴史教育」（『明治大学教職年報』1998年度No．21）。
18「東京新聞」　2005年6月11日。
19第2期日韓歴史共同研究委員会は，日本側委員委員長が鳥海靖（東京大学名誉教授），韓国側が趙胱（高
　麗大学校文科大学韓国史学科教授）である。各分科会の委員は，第1分科会（古代）が坂上康俊（九州大学
　大学院人文科学研究院教授），濱田耕策（九州大学大学院人文科学研究院教授），森公章（東洋大学文学
　部教授），金泰植（弘益大学校師範大学歴史教育科教授），盧泰敦（ソウル大学校国史学科教授），趙法鍾（又
　石大学校師範大学社会教育科（歴史）教授），第2分科会（中近世）が，桑野栄治（久留米大学文学部准教授），
　佐伯弘次（九州大学大学院人文科学研究院教授），須川英徳（横浜国立大学教育人間科学部教授），孫承詰
　　（江原大学校人文大学史学科教授），李啓燈（仁荷大学校文科大学東洋語文学部日語日文学専攻教授），韓
　明基（明知大学校人文大学史学科助教授），第3分科会（近現代）が有馬學（九州大学大学院比較社会文化
　研究院教授），大西裕（神戸大学大学院法学研究科教授），服部民夫（東京大学大学院人文社会系研究科教
　授），原田環（県立広島大学人間文化学部教授），韓明基（明知大学校人文大学史学科助教授），朱鎭五（祥
　明大学校人文社会科学大学社会科学部歴史コンテンツ専攻教授），柳承烈（江原大学校師範大学歴史教育
　科副教授），河綜文（韓神大学校社会科学大学日本地域学科教授），李碩祐（仁荷大学校法科大学法学部助
　教授），教科書小グループが木村幹（神戸大学大学院国際協力研究科教授），重村智計（早稲田大学国際教
　養学術院教授），永島広紀（佐賀大学文化教育学部准教授），古田博司（筑波大学大学院人文社会科学研究
　科教授），山内昌之（東京大学大学院総合文化研究科教授），山室建徳（帝京大学理工学部講師），李讃煕（韓
　　国教育開発院首席研究委員），鄭在貞（ソウル市立大学校人文大学教授），金度亨（延世大学校文科大学人
　文学部史学専攻教授），鄭鎭星（ソウル大学校社会科学大学社会学科教授），玄明詰（京畿高校教師），鄭
　鎭星（ソウル大学校社会科学大学社会学科教授）。
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